
（様式第１号）

○申請に対する処分の審査基準・標準処理期間

環境保全課

実施措置と一体として行われる土地の形質の変更の確認

土壌汚染対策法施行規則

第４５条第３項

（電話　６２１－５２１３）　

設定等年月日 平成２４年８月１日設定（令和３年１月２６日最終変更）

標準処理期間 総日数３０日（休日を含む）

（設定しない
ものについて
はその理由）

設定等年月日 平成２４年８月１日設定（令和　　年　　月　　日最終変更）

部 課 室 等 名

許 認 可 等 名

根　拠　法　令

根　拠　条　項

連　　絡　　先

審
査
基
準

基　　　　準

・土壌汚染対策法施行規則　第４５条第３項
３ 都道府県知事は、第１項の申請があったときは、当該申請に係る土地
の形質の変更が次の要件のいずれにも該当すると認められる場合に限り、
第４３条第３号の確認をするものとする。
一 当該申請に係る土地の形質の変更とそれと一体として行われる実施措
置との間に一体性が認められること。
二 当該申請に係る土地の形質の変更の施行方法が第４０条第２項第１号
の環境大臣が定める基準に適合していること。
三 当該申請に係る土地の形質の着手予定日及び完了予定日が法第７条第
１項の期限に照らして適当であると認められること。

・土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が要措置区域内の帯水
層に接する場合における土地の形質の変更の施行方法の基準（平成３１年
環境省告示第５号）は別紙のとおり。

参　考　事　項
土壌汚染対策法施行令第１０条により市長が行うこととされている
(別紙のとおり。）
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